













































































































































































































































































































































アムを組みつつあり（ THINK は KSP のインキュベー
ション・マネジャー＝ IMが支援・指導）、アジアとの
サイエンスパーク・ネットワークの形成へと進んでい
る（韓国テグ、清華大 SP との提携、THINK のアジア
起業家村へのアジアベンチャーの誘致）。
これを支える新産業育成のコーディネート機能も、
川崎市産業振興財団を中心に形成されつつある。ビジ
ネスプラン・コンテストを頻繁に開催し優秀な起業家
を３つの SP に入居させ育成する一方、開発型中小企
業・ベンチャーの産学連携推進、研究開発資金の提供、
政策情報の提供などを展開している。
以上から、川崎のイノベーションシステムは、３つ
のサイエンスパーク－川崎市産業振興財団の連携のも
とに、スピンアウトベンチャー・スピンオフベンチャー・
大学発ベンチャーの発掘・育成・上場をメインにし
て、技術・経営人材の育成、産学連携による中小企業
の新技術・製品開発支援、最新情報の提供などを行い、
アジアとのネットワーク形成を展望している、と言え
よう。だが、上記の大企業民間研究所・大学との本格
的連携＝イノベーション・クラスターによるベンチャ
ー育成のシステムはこれからの大きな課題として残っ
ている。
なお、臨海部の素材系企業は臨海リエゾン協議会を
形成し、ゼロエミッション・クラスターづくりを推進
している。
（２）花巻地域
花巻地域のイノベーション・システムはすでによく
知られている。次の通りだ。
まず、花巻市起業化支援センター（市）が工業団地
に設置され、その管理のもとに２つのインキュベータ
施設（同センター内と花巻駅前の市街地）があり、IM
２名で入居企業や貸工場企業を支援している。IM の
コーディネト力が高く、高く評価される。その活躍も
あり、入居企業は全国から集まっているが、地元の起
業家は多くはない。地方のインキュベータの厳しい点
である。
この入居企業の支援は IM にとどまらず、花巻工業
クラブ（誘致・地元製造業企業の自発的な工業振興組
織、組織率80％以上）も担う。このクラブは、既存企
業の競争力向上をめざして、人材育成、情報提供、競
争力アップ（ISO9000、14000取得支援）などを実施し
ているが、このなかに起業家も包み込んで支援する。
起業化支援センター所長も当クラブが推薦する。
さらに、INS ＝岩手ネットワークシステム（岩手大
学工学部教官中心の産学官ネットワーク）の支援が加
わる。INSは教員中心に企業参加の研究会を34組織し、
技術・人材・情報等のフェイス・ツー・フェイスのネッ
トワークであり、企業との共同研究・指導がいつでも
可能である（岩手県の工業技術センターもその一員で
ある）。起業化支援センターの IMはその主要メンバー
であり、コーディネート役でもある。支援センターは
INSを最大限に活用して、入居企業の成長を支援する。
平成16年には岩手大学工学部にインキュベータが開
設され、大学サイエンスパークへ一歩が踏み出され、
起業化支援センターにも岩手大学工学部のサテライト
研究室の開設が予定されており、「花巻サイエンスパー
ク」への発展が展望される。
花巻地域はイノベーションシステムの枠組みはほぼ
形成されていると言えるが（経営人材育成はこれから
だが）、新産業形成につながるシーズ提供と起業家の
供給が今後の大きな課題である。
（３）長岡地域
長岡地域のイノベーションシステムは模索の段階に
あると言えそうだ。
まず、コーディネート機能の未形成をあげざるをえ
ない。長岡市は信濃川テクノポリスの母都市であり、
その財団のコーディネートのもと産学官連携によるイ
ノベーション支援活動が行われてきたが、平成16年か
ら「にいがた産業創造機構」＝NICO（テクノポリス
財団廃止）に替わり、新しい展開が期待される段階に
とどまっている。
58
第２に、この間、長岡地域のイノベーションを牽引
してきたのは長岡技術科学大学（長岡技大）である。
長岡技大はシーズ開発を通して、この間、大学発ベン
チャーを５社産み出し、平成17年からインキュベータ
（長岡技術大学テクノインキュベーションセンター＝
NTEC ）も開設し、ベンチャー起業・新産業育成に大
きく貢献している。長岡造形大学（デザイン系）、長
岡大学（経営系）、長岡高等専門学校もそれなりに貢
献しているが、十分ではない。３大学１高専の存在が
地域のイノベーション推進にまでつながるためには、
これら大学等の日本型大学からの脱皮の程度にかかっ
ていると言っても過言ではない。
第３に、長岡市が平成16年にインキュベータ＝長岡
新産業創造センター（NBIC）を開設し、NTECと連
携して、ベンチャー育成を開始した。市は市街地の一
般の起業家対象のインキュベータ施設（民間運営）も
支援する。だが、成果は今後の展開にかかっている。
第４に、市は研究開発資金を継続的に提供し、中小
企業の研究開発型企業への転換を図りつつあり、一定
の成果もあげている（新潟県も類似資金提供）。一層
の充実が求められる。
第５に、公的試験研究機関（中越技術支援センター）
も中小企業の技術力向上支援活動を展開している。
そして最後に、民間企業主導の産学連携企業家組
織＝ながおか産業活性化協会（ NAZE）も立ち上がり
（2005年４月）、今後の展開が期待される。
以上から明らかなように、長岡のイノベーションは
個々的に担われている段階にあり、花巻のように信頼
にもとづく連携が動いている状況にあるとは言い難
い。大学・インキュベータ・NICO・NAZE・市・産
業団体等の連携関係を再構築し（各主体の戦略を明確
にして）、特徴あるイノベーションシステムに練り上
げる必要がある。
６　産業政策および科学技術政策
最後に、自治体のイノベーション推進をめざした産
業政策、科学技術政策の展開を整理しておく。
（１）川崎地域
川崎市は、1980年代初めの「産懇提言」で「メカト
ロポリス構想」を打ち出し、神奈川県の「頭脳センター
構想」と連携して、KSP を建設する（1987年）。これ
がイノベーション推進政策の第１歩であった。
その後、ベンチャー育成施策等を講じるが、積極化し
たのは1990年代末であり、「新川崎・創造のもり研究
会報告」（2000年２月）にもとづき、慶応大学研究
室＝ K２キャンパスをオープンさせる（2000年７月）。
これで研究室レベルではあるが、念願の大学立地を果
たす（工業等制限法で川崎は大学が立地できなかった）。
さらに同地区内に隣接して、インキュベータ＝かわさ
き新産業創造センター（ KBIC ）を開設し、大学サイ
エンスパークへの一歩を踏み出す（2003年１月）。
さらに、グローバル化と知識経済時代の都市競争力
は、サイエンスシティ形成にありとの認識のもと、
「サイエンスシティ川崎戦略会議提言」を公表する
（2003年１月）。この提言に沿う形で、民間企業がイン
キュベータ＝テクノハブ・イノベーション（THINK）
をオープンする（2003年４月）。こうして、３つのサ
イエンスパークの形成が進んだ。
また、川崎市産業振興財団の機能にコーディネート
機関およびイノベーションの調査研究機関としての機
能（新産業政策研究所）を付加した（2001年７月）。
その上で、「川崎市科学技術振興指針」（2005年３月）
で科学技術政策の方向、「川崎市産業振興プラン」
（2005年６月）で産業政策の方向をそれぞれ明確にし
た。これらの方針の具体化と実現が問われる局面に入
ったわけだが、はたしてどう進むか。
（２）花巻地域
花巻市は1990年代初めに、「誘致型から内発型」へ
と産業政策を転換し、北上川流域テクノポリス計画
（1987年）における「独立起業家ハイテク団地構想」
を見直し、インキュベータ＝花巻市起業化支援センタ
ーをオープンさせる（1994年にプレオープン、1996年
４月に現在地に移転、稼働開始）。企業誘致から内
発＝企業育成の時代へと入る。
しかし、その前にこのインキュベータが運営できる
条件が形成されていた。岩手県は全国でも最も早く、
「岩手県科学技術振興指針」（1990年）を策定しベンチ
ャー育成を視野に入れている。また、起業家支援の受
け皿となる「花巻工業クラブ」も民間の発意で設立さ
れていた（1990年３月）。そして、INS も岩手大学工
学部教官の熱意と努力で始動していた（1992年３月設立。
翌年、岩手大学地域共同研究センター開設）。その意
味では、花巻起業化支援センターは、インキュベータが
稼働する条件が整ったことを見越して設立したと言え
ないことはない。実際はそうではなく、支援センター
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の IM のコーディネート力があったればこそ、これら
支援組織を活用できたのであり、人的要素の重要性が
銘記されなくてはならない。
岩手県は「岩手県総合計画」（1999年、2010年目標）
で科学技術振興の目標、ベンチャー育成の目標を明確
にし、地域イノベーションの方向を明示した。岩手大
学も地域共同研究センターを改組、「岩手大学地域連
携研究センター」（2005年３月）を発足させ、さらな
る地域イノベーション推進の体制を整えた。政策面で
も産学官の連携ができている、これが岩手県・花巻市
の強みである。
（３）長岡地域
長岡市の場合は、合併したこともあり、今年度（2005
年度）、総合計画の策定作業が開始されたという事情
もあり、新しい産業政策・科学技術政策の方向は未定
の状態にあると言わざるをえない。
この間の政策展開を見ると、従来の企業誘致・開発
資金提供等の施策を継続しつつ、インキュベータ＝
NBIC をオープンさせた（2004年11月）のみと言えそ
うだ。 NICO テクノプラザ（長岡支所）の始動（2004
年４月）は県の政策であり、NTEC のオープン（2005
年４月）は長岡技術科学大学の事業だ。NAZE につい
ても、位置づけの明確化が求められる。 総合計画策定
を契機に、市としての産業政策・科学技術政策を官・
民の役割・連携のあり方を明確にして、確立する必要
がある。
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